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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】目視情報を得ることができる光学機器に、暗順
応に影響を与え視認性が低下しないように各種情報を表
示させることができる目視視認支援装置を提供する。
【解決手段】自然光下の周囲環境に存在する対象物を目
視視認する光学機器５０において、光学機器５０の視野
領域の中央部以外に設けて目視視認に関連した情報を表
示する表示手段９０と、表示手段９０の明るさを調節す
る調光手段６０とを備えたこと。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自然光下の周囲環境に存在する対象物を目視視認する光学機器において、前記光学機器
の視野領域の中央部以外に設けて目視視認に関連した情報を表示する表示手段と、前記表
示手段の明るさを調節する調光手段とを備えたことを特徴とする目視視認支援装置。
【請求項２】
　前記調光手段による、夜間における前記表示手段の明るさの上限を設定する上限設定手
段をさらに備えたことを特徴とする請求項１に記載の目視視認支援装置。
【請求項３】
　前記表示手段の夜間における表示光として、赤色系の光を用いたことを特徴とする請求
項１又は請求項２に記載の目視視認支援装置。
【請求項４】
　前記調光手段による明るさの調節範囲を、昼間と夜間とで異ならせる調光範囲制御手段
をさらに備えたことを特徴とする請求項１から請求項３のいずれかに記載の目視視認支援
装置。
【請求項５】
　前記光学機器の周囲の明るさを検出する明るさセンサをさらに備え、前記明るさセンサ
の検出結果に応じて前記調光手段を制御したことを特徴とする請求項１から請求項４のい
ずれかに記載の目視視認支援装置。
【請求項６】
　前記表示手段の表示状態や設定を昼間と夜間で切り換える昼夜切換手段をさらに備えた
ことを特徴とする請求項２から請求項５のいずれかに記載の目視視認支援装置。
【請求項７】
　前記表示手段を前記視野領域に出し入れ可能に構成したことを特徴とする請求項１から
請求項６のいずれかに記載の目視視認支援装置。
【請求項８】
　自然光下の周囲環境に存在する対象物を目視視認する光学機器において、前記光学機器
の視野領域の中央部以外に設けた目視視認に関連した情報を表示する表示手段と、前記表
示手段の明るさを調節する調光手段と、少なくとも前記光学機器の目視視認する方位を検
出する方位検出手段、前記光学機器の姿勢角を検出する姿勢角検出手段、及び前記光学機
器の位置を検出する位置検出手段のうちの１つとを備えたことを特徴とする目視視認支援
装置。
【請求項９】
　前記光学機器の前記視野領域に基準となる視野垂直線及び／又は視野水平線を設け、前
記表示手段にも前記視野垂直線に合せた表示手段垂直線及び／又は前記視野水平線に合わ
せた表示手段水平線を設け、前記方位検出手段による方位を前記視野垂直線に基づいて検
出し、及び／又は前記姿勢角検出手段による姿勢角を前記視野水平線に基づいて検出した
ことを特徴とする請求項８に記載の目視視認支援装置。
【請求項１０】
　前記方位検出手段、前記姿勢角検出手段、前記位置検出手段の少なくとも１つの検出信
号に基づいた検出結果を前記表示手段に表示したことを特徴とする請求項８又は請求項９
に記載の目視視認支援装置。
【請求項１１】
　前記方位検出手段、前記姿勢角検出手段、前記位置検出手段の少なくとも１つの検出信
号に基づいた関連情報を前記表示手段に表示したことを特徴とする請求項８から請求項１
０のいずれかに記載の目視視認支援装置。
【請求項１２】
　前記表示手段に前記検出結果及び／又は前記関連情報を、スクロールして表示可能とす
るスクロール手段をさらに備えたことを特徴とする請求項１１に記載の目視視認支援装置
。
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【請求項１３】
　前記表示手段の表示を固定的に取り込む固定取込手段をさらに備えたことを特徴とする
請求項１０から請求項１２のいずれかに記載の目視視認支援装置。
【請求項１４】
　前記光学機器に機器用計時手段をさらに備え、少なくとも前記方位検出手段、前記姿勢
角検出手段、及び前記位置検出手段のうちの１つの検出信号及び／又は前記光学機器への
接眼状況の時間的変化に基づいて、前記光学機器に供給される電力を抑制したことを特徴
とする請求項８から請求項１３のいずれかに記載の目視視認支援装置。
【請求項１５】
　前記検出信号を受信し、受信した前記検出信号に基づいて前記関連情報を取得し、前記
関連情報を前記光学機器に送信する中継手段をさらに備えたことを特徴とする請求項１１
又は請求項１２に記載の目視視認支援装置。
【請求項１６】
　前記中継手段にはさらに記憶手段を備え、受信、送信に関連した情報を記憶したことを
特徴とする請求項１５に記載の目視視認支援装置。
【請求項１７】
　前記関連情報には、ＧＩＳ（地理情報システム）情報、ＡＩＳ（船舶自動識別システム
）情報、ＡＲＰＡ（自動衝突予防援助装置）情報、又は設定した目標物の方向を指示する
ガイド機能情報を含むことを特徴とする請求項１１から請求項１６のいずれかに記載の目
視視認支援装置。
【請求項１８】
　前記中継手段に中継手段用計時手段をさらに備え、前記検出信号、前記関連情報の時間
的な取得状況を管理したこと特徴とする請求項１５から請求項１７のいずれかに記載の目
視視認支援装置。
【請求項１９】
　前記検出信号を前記中継手段に送信し、前記中継手段で処理した処理信号を前記光学機
器に戻し、前記光学機器の所定の操作に基づいて、前記処理信号を基準にして系の故障を
検出したことを特徴とする請求項１５から請求項１８のいずれかに記載の目視視認支援装
置。
【請求項２０】
　自然光下の周囲環境に存在する対象物を目視視認する光学機器において、前記光学機器
の視野領域の中央部以外に設けた目視視認に関連した情報を表示する表示手段と、前記光
学機器の観測する方位を検出する方位検出手段と、前記光学機器の姿勢角を検出する姿勢
角検出手段と、時間を計測する計時手段と、前記方位検出手段と前記姿勢角検出手段と前
記計時手段の検出信号に基づいて前記光学機器の地理的位置を算出する地理的位置算出手
段とを備えたことを特徴とする目視視認支援装置。
【請求項２１】
　前記光学機器の前記地理的位置を検出する位置検出手段をさらに備え、前記地理的位置
算出手段を前記位置検出手段による検出ができないときに機能させたことを特徴とする請
求項２０に記載の目視視認支援装置。
【請求項２２】
　前記光学機器を双眼鏡としたことを特徴とする請求項１から請求項２１のいずれかに記
載の目視視認支援装置。
【請求項２３】
　前記双眼鏡を上下逆にして使用したときに、前記表示手段の前記表示も逆に表示したこ
とを特徴とする請求項２２に記載の目視視認支援装置。
【請求項２４】
　前記双眼鏡の焦点合わせに連動して、前記表示手段の表示範囲を変更したことを特徴と
する請求項２２又は請求項２３に記載の目視視認支援装置
【請求項２５】
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　前記表示手段を前記視野領域の上部及び／または下部に水平方向に設け、前記双眼鏡の
目幅調節時に前記表示を機構的あるいは表示制御的に水平に保つことを特徴とする請求項
２２から請求項２４のいずれかに記載の目視視認支援装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自然光下の周囲環境に存在する対象物を目視視認する光学機器を用いた目視
視認支援装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、海洋上での船舶の安全航行を図るために、双眼鏡などの光学機器を用いて舷灯
や他船の点灯や色識別を行っている。初認を船舶搭載のレーダーで行った場合には、目視
による確認が必要となるが、レーダー情報と目視情報との一致確認には、複数のツールが
必要となり、目標を割り出すまでに長時間を要してしまう。一方、レーダーで認識できな
い他船の大きさ、進行方向、及び船尾・船首方向などの確認は、光学機器を用いて目視に
て行われている。
　目視情報にレーダー情報を重畳するシステムが既に提案されているが、レーダーを搭載
している大型船舶向けで高価であるため、小型船舶への普及には難しい現状にある。
　ＣＣＤ（Ｃｈａｒｇｅ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ）などで電子化された映像に、
レーダー情報を重畳することは可能であるが、ＣＣＤでは、ダイナミックレンジが狭く、
晴天や逆光、新月の暗夜など、自然光下の周囲環境に対応することは困難であり、目視情
報での判断が必要となる。
　目視情報を得ることができる光学機器に、各種データを表示させる場合には、ヒトの暗
順応を低下させない配慮が重要である。
【０００３】
　特許文献１で提案されているＧＰＳを利用した望遠鏡では、ＧＰＳ衛星からの測位信号
を受信し現在位置を演算する測位手段と、演算された現在位置情報と、外部機器から送信
された外部機器の位置情報とに基づいて、２点間の距離、高度差、方位角を算出する相対
位置演算手段と、得られた距離、高度差、方位角表示させる通知手段とを有している。
　また、特許文献２で提案されている観察用光学機器では、ＧＰＳ測位信号を受信して双
眼鏡の緯度経度及び標高を演算するＧＰＳ測位手段と、光学機器の視準線の方位を検出す
るコンパスと、水平面に対する光学機器の視準線の傾き角を検出する傾き検出手段と、目
標物の緯度経度及び標高が記憶された位置情報記憶手段と、ＧＰＳ測位手段から入力され
た双眼鏡の緯度経度及び標高、並びに位置情報記憶手段から入力された目標物の緯度経度
及び標高に基づいて光学機器から目標物への方位及び垂直方向角を演算する演算手段と、
光学機器から目標物への方位及び垂直方向角、並びに光学機器の視準線の方位及び水平面
に対する光学機器の視準線の傾き角を表示する表示手段を有している。
【０００４】
　また、特許文献３で提案されているＧＰＳ回路搭載の双眼鏡は、ＧＰＳ回路と、表示部
と、ＧＰＳ回路で受信されたデ－タを処理して表示部に表示させる表示制御手段とを有し
ている。
　また、特許文献４で提案されている透明ＬＣＤ付望遠鏡では、対物レンズの結像位置に
透明なＬＣＤを設けた望遠鏡と、視野内の目視像に関する諸情報を計測する複数の計測手
段と、各計測手段を制御してＬＣＤに表示信号を伝達する制御手段と、制御手段を操作し
て所望の情報をＬＣＤに表示させる操作手段とを有している。
【０００５】
　また、特許文献５で提案されている天体望遠鏡では、方位検出手段により検出された方
位及び傾き手段により検出された傾きによって特定される方向で観測される所定範囲の星
図画像を表示する星座早見モードを有している。
　また、特許文献６で提案されている天体観測機器では、天体データを有するサーバと、
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指定した特定の天体の天体データをサーバから受け取る端末とを有して、受け取った天体
データに基づいて特定の天体を捉えている。
【０００６】
　また、特許文献７で提案されている情報提供方法では、回動可能に設置された望遠鏡に
おいて、閲覧している風景に重ね合わせて対象物の情報を表示する方法が提案され、この
方法によれば、例えば望遠鏡で閲覧中の牧場やホテルの名前などがディスプレイのウィン
ドウに映し出される。
　また、特許文献８で提案されている情報表示装置では、被写体の関係情報を記録した記
録媒体と、光学機器を介して見えている被写体の映像の関係情報を記録媒体から読み出し
、読み出された関係情報を情報表示部に表示し、関係情報を映像に合成し、接眼レンズを
通して合成された映像を見ることができる。
【０００７】
　また、特許文献９で提案されている観光用眼鏡では、その場所における風景に関するキ
ャラクタ（名称）データの中から、観光用眼鏡を向けた方向の風景に対応するキャラクタ
データ部分を取り出して観光用眼鏡内の表示手段にそのキャラクタ画像を表示し、このキ
ャラクタが実風景の像中にスーパインポーズされるようにキャラクタ画像と実風景データ
の像を重畳させることにより、看者が、観光用眼鏡を通して風景を鑑賞する際にその主要
各部の名称を直ちに知ることができる。
　また、特許文献１０で提案されている情報提示装置では、カメラ一体型ＶＴＲ、望遠鏡
などで、画像における物体の名称や説明などの属性データをユーザーに提示する。
【０００８】
　一方、特許文献１１で提案されている電子カメラ付双眼鏡では、双眼の一方の光路内に
撮像素子を出し入れ自在に配置し、双眼の他方の光路内に、光軸に直交する方向に移動可
能に視野枠スライド部材を配置している。
　また、特許文献１２では、被検査物の寸法情報を液晶表示パネルで顕微鏡の視野範囲内
に表示している。
　また、特許文献１３では、測定データを表示する表示体を拡大鏡の鏡胴内に被観測物と
同時に直視可能に設置している。
　なお、明るさ検出手段により検出された明るさに基づいてフォーカス駆動手段の駆動位
置を制御する望遠鏡が特許文献１４で提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平１０－２０６７５０号公報
【特許文献２】特開２００２－２２１６７０号公報
【特許文献３】特開平５－７２４８６号公報
【特許文献４】実願昭６３―１３６６９２号（実開平２－５８７１８号））の願書に添付
した明細書及び図面の内容を撮影したマイクロフィルム（平成２年４月２６日特許庁発行
）
【特許文献５】ＷＯ２００４／１０７０１３号公報
【特許文献６】特開２００２－４８９８２号公報
【特許文献７】特開２００５－１７５７１２号公報
【特許文献８】特開平１１－２１１９９３号公報
【特許文献９】特開平９－９６７６６号公報
【特許文献１０】特開平１０－１３７２０号公報
【特許文献１１】特開平１１－１１２８５１号公報
【特許文献１２】実願昭５９―１３７９６３号（実開昭６１－５４２１４号））の願書に
添付した明細書及び図面の内容を撮影したマイクロフィルム（昭和６１年４月１１日特許
庁発行）
【特許文献１３】特開昭５３－１０４２６０号公報
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【特許文献１４】特開２００５－１４１００５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１から特許文献１０で示されているように、双眼鏡や望遠鏡などの光学機器に
おいて、ＧＰＳ、方位センサ、姿勢センサなどの情報に基づく情報を表示させるものが既
に提案されているが、いずれも目視視認を行う視野範囲に重畳して表示が行われているた
めに視野領域が素通しとなっていないか、目視視認を行う視野範囲とは別の表示手段を備
えたものである。
　目視視認を行う視野範囲に表示が行われ、素通しとなっていない場合には、ハーフミラ
ーや透明液晶等の重畳させる手段により光量が大幅に低下し、特に夕方や夜間の観測にお
ける視認性が低下してしまう。また、光量の低下とともに重畳させる手段により光のスペ
クトルも変化し、ヒトの暗順応に頼った視認性も低下してしまう。
　特許文献１１では、素通しによる目視視認ができるとともに、一方の光路内に撮像素子
を出し入れ自在に配置し、他方の光路内に移動可能に視野枠スライド部材を配置している
が、常時は、撮像素子を光路外に移動させて、通常の双眼鏡として使用し、撮影時には、
撮像素子を光路内に移動させて、その光路を撮影系とし、他方の光路をファインダ系とす
るものであり、双眼鏡としての機能と電子カメラとしての機能を使い分けるためのもので
、目視情報を得ることができる光学機器に各種データを表示させるものではない。
【００１１】
　一方、特許文献１２及び特許文献１３では、素通しによる目視視認ができるとともに、
この目視視認範囲内に他のデータを表示させることができる。
　しかし、特許文献１２及び特許文献１３は、顕微鏡であるがために、そもそも人工的に
調光された光の中で目視視認されるもので、自然光下の周囲環境を見るものではない。
　昼夜の自然光の下では明暗変化が大きく、視認性の観点から明るい環境下では表示手段
を明るくする必要があり、暗い環境下では表示手段を暗くする必要がある。暗順応は、暗
い状態になる前にどれだけの明るさに目が馴れているかによって変わってくる。前順応光
が明るい場合は、暗順応には３０分くらいの時間がかかる。また、前順応光が相当暗い場
合でも、馴れるまでに１０分から２０分くらいの時間を要するとされている。
　暗順応には時間がかかるが、暗順応した状態で明るい光が入射すると、一瞬で暗順応が
破られてしまい、それまで目視できた暗い状態における対象物が見えなくなる。このため
、暗い状態の下では、特に表示手段の表示光には注意を払う必要がある。
【００１２】
　そこで本発明は、目視情報を得ることができる光学機器に、暗順応に影響を与え視認性
が低下しないように各種情報を表示させることができる目視視認支援装置を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　請求項１記載に対応した目視視認支援装置においては、自然光下の周囲環境に存在する
対象物を目視視認する光学機器において、光学機器の視野領域の中央部以外に設けて目視
視認に関連した情報を表示する表示手段と、表示手段の明るさを調節する調光手段とを備
えたことを特徴とする。請求項１に記載の本発明によれば、表示手段を光学機器の視野領
域の中央部以外に設けることで、素通しによる目視視認を確保でき、暗く光量の少ない状
態での対象物の視認性を向上できるとともに、表示手段による情報表示領域と目視視認領
域とが異なることで、情報表示の明るさによる目の暗順応への影響を少なくできる。更に
調光手段による明るさ調整によって、自然光下での環境変化への対応や暗順応への悪影響
の軽減が可能となり、またヒトの個人差に対応させることができるため、暗順応の低下を
更に少なくし視認性を更に向上することができる。
　請求項２記載の本発明は、請求項１に記載の目視視認支援装置において、調光手段によ
る、夜間における表示手段の明るさの上限を設定する上限設定手段をさらに備えたことを
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特徴とする。請求項２に記載の本発明によれば、明るい光による暗順応が破られることを
防止することができ、暗順応の状態を維持することができる。
　請求項３記載の本発明は、請求項１又は請求項２に記載の目視視認支援装置において、
表示手段の夜間における表示光として、赤色系の光を用いたことを特徴とする。請求項３
に記載の本発明によれば、桿体細胞の感度の低い赤色系の光を用いることで桿体細胞の飽
和を防ぎつつＬ錐体細胞による視力を確保でき、また赤色系の光によってロドプシンの分
解を防ぐことができるため、暗順応に掛かる時間を短くすることができる。
　請求項４記載の本発明は、請求項１から請求項３のいずれかに記載の目視視認支援装置
において、調光手段による明るさの調節範囲を、昼間と夜間とで異ならせる調光範囲制御
手段をさらに備えたことを特徴とする。請求項４に記載の本発明によれば、昼間時には表
示手段による表示を明るくして見やすくできるとともに、夜間には視認性を確保し、暗順
応の状態を維持することができる。
　請求項５記載の本発明は、請求項１から請求項４のいずれかに記載の目視視認支援装置
において、光学機器の周囲の明るさを検出する明るさセンサをさらに備え、明るさセンサ
の検出結果に応じて調光手段を制御したことを特徴とする。請求項５に記載の本発明によ
れば、周囲の明るさに応じて表示手段の明るさを調整することで、表示を見やすくするこ
とができるとともに、周囲観察に影響を与えることがない。
　請求項６記載の本発明は、請求項２から請求項５のいずれかに記載の目視視認支援装置
において、表示手段の表示状態や設定を昼間と夜間で切り換える昼夜切換手段をさらに備
えたことを特徴とする。請求項６に記載の本発明によれば、昼間時には表示手段による表
示を明るくして見やすくできるとともに、夜間には視認性を確保し、暗順応の状態を維持
することができる。
　請求項７記載の本発明は、請求項１から請求項６のいずれかに記載の目視視認支援装置
において、表示手段を視野領域に出し入れ可能に構成したことを特徴とする。請求項７に
記載の本発明によれば、表示手段を視野領域から外すことができるため、素通しによる目
視視認範囲を広げることができる。
　請求項８に対応した目視視認支援装置においては、自然光下の周囲環境に存在する対象
物を目視視認する光学機器において、光学機器の視野領域の中央部以外に設けた目視視認
に関連した情報を表示する表示手段と、表示手段の明るさを調節する調光手段と、少なく
とも光学機器の目視視認する方位を検出する方位検出手段、光学機器の姿勢角を検出する
姿勢角検出手段、及び光学機器の位置を検出する位置検出手段のうちの１つとを備えたこ
とを特徴とする。請求項８に記載の本発明によれば、表示手段を光学機器の視野領域の中
央部以外に設けることで、素通しによる目視視認を確保でき、暗く光量の少ない状態での
対象物の視認性を向上できるとともに、表示手段による情報表示領域と目視視認領域とが
異なることで、情報表示の明るさによる目の暗順応への影響を少なくできる。更に調光手
段による明るさ調整によって、自然光下での環境変化への対応や暗順応への悪影響の軽減
が可能となり、またヒトの個人差に対応させることができるため、暗順応の低下を更に少
なくし視認性を更に向上することができる。また、請求項８に記載の本発明によれば、方
位検出手段、姿勢角検出手段、及び位置検出手段のうちの１つを光学機器に備えているた
め、外部から情報を得ること無しに、方位、姿勢角、又は地理的位置を把握することがで
きる。
　請求項９記載の本発明は、請求項８に記載の目視視認支援装置において、光学機器の視
野領域に基準となる視野垂直線及び／又は視野水平線を設け、表示手段にも視野垂直線に
合せた表示手段垂直線及び／又は視野水平線に合わせた表示手段水平線を設け、方位検出
手段による方位を視野垂直線に基づいて検出し、及び／又は姿勢角検出手段による姿勢角
を視野水平線に基づいて検出したことを特徴とする。請求項９に記載の本発明によれば、
光学機器の視野領域に表示される視野垂直線や視野水平線を基準に方位や姿勢角が検出さ
れるため、目視視認に合わせた方位や姿勢角を把握することができる。
　請求項１０記載の本発明は、請求項８又は請求項９に記載の目視視認支援装置において
、方位検出手段、姿勢角検出手段、位置検出手段の少なくとも１つの検出信号に基づいた
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検出結果を表示手段に表示したことを特徴とする。請求項１０に記載の本発明によれば、
周囲環境を観察する場合に、この周囲環境を視認しつつ、対象物の方位や俯仰角、又は対
象物に関するデータを同時に視認することができる。
　請求項１１記載の本発明は、請求項８から請求項１０のいずれかに記載の目視視認支援
装置において、方位検出手段、姿勢角検出手段、位置検出手段の少なくとも１つの検出信
号に基づいた関連情報を表示手段に表示したことを特徴とする。請求項１１に記載の本発
明によれば、周囲環境内に対象物が存在する場合にはこの対象物に関するデータも視認す
ることができる。
　請求項１２記載の本発明は、請求項１１に記載の目視視認支援装置において、表示手段
に検出結果及び／又は関連情報を、スクロールして表示可能とするスクロール手段をさら
に備えたことを特徴とする。請求項１２に記載の本発明によれば、表示手段を限られた視
野領域の一部に限っているため、表示領域が狭く多くの情報を表示させることができにく
いが、スクロール表示によって多くの情報を表示させることができる。
　請求項１３記載の本発明は、請求項１０から請求項１２のいずれかに記載の目視視認支
援装置において、表示手段の表示を固定的に取り込む固定取込手段をさらに備えたことを
特徴とする。請求項１３に記載の本発明によれば、対象物に関するデータを、更新するこ
となく固定させて表示を維持、記憶することで、光学機器を対象物に維持しなくても、ま
た後からでもデータ内容を再確認できる。
　請求項１４記載の本発明は、請求項８から請求項１３のいずれかに記載の目視視認支援
装置において、光学機器に機器用計時手段をさらに備え、少なくとも方位検出手段、姿勢
角検出手段、及び位置検出手段のうちの１つの検出信号及び／又は光学機器への接眼状況
の時間的変化に基づいて、光学機器に供給される電力を抑制したことを特徴とする。請求
項１４に記載の本発明によれば、検出信号や光学機器への接眼状況の時間的変化によって
不使用状態を検出して供給電力を抑制することで、消費電力を少なくし、又は電池容量を
小さくすることでの光学機器の軽量化や使用時間の延長を図ることができる。
　請求項１５記載の本発明は、請求項１１又は請求項１２に記載の目視視認支援装置にお
いて、検出信号を受信し、受信した検出信号に基づいて関連情報を取得し、関連情報を光
学機器に送信する中継手段をさらに備えたことを特徴とする。請求項１５に記載の本発明
によれば、関連情報の取得を中継手段で行わせることで、光学機器の小型化及び軽量化を
図ることができ、モバイル性を高めることができる。
　請求項１６記載の本発明は、請求項１５に記載の目視視認支援装置において、中継手段
にはさらに記憶手段を備え、受信、送信に関連した情報を記憶したことを特徴とする。請
求項１６に記載の本発明によれば、中継手段に受信、送信に関連した情報を記憶させるこ
とで、光学機器での観測を、観測者以外でも確認でき、蓄積した情報の再確認や分析を行
うことができる。
　請求項１７記載の本発明は、請求項１１から請求項１６のいずれかに記載の目視視認支
援装置において、関連情報には、ＧＩＳ（地理情報システム）情報、ＡＩＳ（船舶自動識
別システム）情報、ＡＲＰＡ（自動衝突予防援助装置）情報、又は設定した目標物の方向
を指示するガイド機能情報を含むことを特徴とする。請求項１７に記載の本発明によれば
、周囲環境内に存在する対象物に関する情報を視認することができるとともに、ガイド機
能情報により対象物を短時間で捉えることができる。
　請求項１８記載の本発明は、請求項１５から請求項１７のいずれかに記載の目視視認支
援装置において、中継手段に中継手段用計時手段をさらに備え、検出信号、関連情報の時
間的な取得状況を管理したことを特徴とする。請求項１８に記載の本発明によれば、光学
機器を用いた目視視認作業が正しく行われているかを管理することができる。
　請求項１９記載の本発明は、請求項１５から請求項１８のいずれかに記載の目視視認支
援装置において、検出信号を中継手段に送信し、中継手段で処理した処理信号を光学機器
に戻し、光学機器の所定の操作に基づいて、処理信号を基準にして系の故障を検出したこ
とを特徴とする。請求項１９に記載の本発明によれば、光学機器に対する自己診断機能を
搭載することで、誤った観測を防止することができる。
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　請求項２０に対応した目視視認支援装置においては、自然光下の周囲環境に存在する対
象物を目視視認する光学機器において、光学機器の視野領域の中央部以外に設けた目視視
認に関連した情報を表示する表示手段と、光学機器の観測する方位を検出する方位検出手
段と、光学機器の姿勢角を検出する姿勢角検出手段と、時間を計測する計時手段と、方位
検出手段と姿勢角検出手段と計時手段の検出信号に基づいて光学機器の地理的位置を算出
する地理的位置算出手段とを備えたことを特徴とする。請求項２０に記載の本発明によれ
ば、表示手段を光学機器の視野領域の中央部以外に設けることで、素通しによる目視視認
を確保でき、暗く光量の少ない状態での対象物の視認性を向上できるとともに、表示手段
による情報表示領域と目視視認領域とが異なることで、情報表示の明るさによる目の暗順
応への影響を少なくできる。更に調光手段による明るさ調整によって、自然光下での環境
変化への対応や暗順応への悪影響の軽減が可能となり、またヒトの個人差に対応させるこ
とができるため、暗順応の低下を更に少なくし視認性を更に向上することができる。また
、請求項２０に記載の本発明によれば、地理的位置算出手段によって地理的位置を算出す
る機能を光学機器に備えているため、外部から情報を得ること無しに、地理的位置を把握
することができる。
　請求項２１記載の本発明は、請求項２０に記載の目視視認支援装置において、光学機器
の地理的位置を検出する位置検出手段をさらに備え、地理的位置算出手段を位置検出手段
による検出ができないときに機能させたことを特徴とする。請求項２１に記載の本発明に
よれば、通常は位置検出手段による地理的位置を利用できるとともに、位置検出手段が使
えない状況に陥っても地理的位置算出手段によって地理的位置を把握できる。
　請求項２２記載の本発明は、請求項１から請求項２１のいずれかに記載の目視視認支援
装置において、光学機器を双眼鏡としたことを特徴とする。請求項２２に記載の本発明に
よれば、例えば船舶に搭載されて周囲環境の観測に用いられることで、船舶における操船
時や航行時の監視負担を軽減でき、特に夜間や濃霧における安全性を向上させることがで
きるなど、手軽に利用することができる。
　請求項２３記載の本発明は、請求項２２に記載の目視視認支援装置において、双眼鏡を
上下逆にして使用したときに、表示手段の表示も逆に表示したことを特徴とする。請求項
２３に記載の本発明によれば、双眼鏡の上下逆使いによっても表示手段の表示情報を利用
することができる。
　請求項２４記載の本発明は、請求項２２又は請求項２３に記載の目視視認支援装置にお
いて、双眼鏡の焦点合わせに連動して、表示手段の表示範囲を変更したことを特徴とする
。請求項２４に記載の本発明によれば、光学機器の視野領域に多くの対象物が存在する場
合にも、目視視認の対象である対象物を主とした表示内容とすることができる。
　請求項２５記載の本発明は請求項２２から請求項２４のいずれかに記載の目視視認支援
装置において、表示手段を視野領域の上部及び／または下部に水平方向に設け、双眼鏡の
目幅調節時に表示を機構的あるいは表示制御的に水平に保つことを特徴とする。請求項２
５に記載の本発明によれば、視野領域の中央部以外に表示手段を配置するとともに表示を
水平に保つことで、素通しによる目視視認を確保できるとともに、表示手段の表示を常に
見やすい状態に保つことができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、表示手段を光学機器の視野領域の中央部以外に設けることで、素通し
による目視視認を確保でき、暗く光量の少ない状態での対象物の視認性を向上できるとと
もに、表示手段による情報表示領域と目視視認領域とが異なることで、情報表示の明るさ
による目の暗順応への影響を少なくできる。更に調光手段による明るさ調整によって、自
然光下での環境変化への対応や暗順応への悪影響の軽減が可能となり、またヒトの個人差
に対応させることができるため、暗順応の低下を更に少なくし視認性を更に向上すること
ができる。
　なお、調光手段による、夜間における表示手段の明るさの上限を設定する上限設定手段
をさらに備えたときは、明るい光による暗順応が破られることを防止することができ、暗
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順応の状態を維持することができる。
【００１５】
　また、表示手段の夜間における表示光として、赤色系の光を用いたときは、桿体細胞の
感度の低い赤色系の光を用いることで桿体細胞の飽和を防ぎつつＬ錐体細胞による視力を
確保でき、また赤色系の光によってロドプシンの分解を防ぐことができるため、暗順応に
掛かる時間を短くすることができる。
　また、調光手段による明るさの調節範囲を、昼間と夜間とで異ならせる調光範囲制御手
段をさらに備えたときは、昼間時には表示手段による表示を明るくして見やすくできると
ともに、夜間には視認性を確保し、暗順応の状態を維持することができる。
　また、光学機器の周囲の明るさを検出する明るさセンサをさらに備え、明るさセンサの
検出結果に応じて調光手段を制御したときは、周囲の明るさに応じて表示手段の明るさを
調整することで、表示を見やすくすることができるとともに、手動の場合のように誤って
暗順応を破るような明るさに調節することがなくなり、周囲観察に影響を与えることがな
い。
【００１６】
　また、表示手段の表示状態や設定を昼間と夜間で切り換える昼夜切換手段をさらに備え
たときは、昼間時には表示手段による表示を明るくして見やすくできるとともに、夜間に
は視認性を確保し、暗順応の状態を維持することができる。
　また、表示手段を視野領域に出し入れ可能に構成したときは、表示手段を視野領域から
外すことができるため、素通しによる目視視認範囲を広げることができる。
　また、本発明によれば、表示手段を光学機器の視野領域の中央部以外に設けることで、
素通しによる目視視認を確保でき、暗く光量の少ない状態での対象物の視認性を向上でき
るとともに、表示手段による情報表示領域と目視視認領域とが異なることで、情報表示の
明るさによる目の暗順応への影響を少なくできる。更に調光手段による明るさ調整によっ
て、自然光下での環境変化への対応や暗順応への悪影響の軽減が可能となり、またヒトの
個人差に対応させることができるため、暗順応の低下を更に少なくし視認性を更に向上す
ることができ、更には、方位検出手段、姿勢角検出手段、及び位置検出手段のうちの１つ
を光学機器に備えているため、外部から情報を得ること無しに、方位、姿勢角、又は地理
的位置を把握することができる。
【００１７】
　また、光学機器の視野領域に基準となる視野垂直線及び／又は視野水平線を設け、表示
手段にも視野垂直線に合せた表示手段垂直線及び／又は視野水平線に合わせた表示手段水
平線を設け、方位検出手段による方位を視野垂直線に基づいて検出し、及び／又は姿勢角
検出手段による姿勢角を視野水平線に基づいて検出したときは、光学機器の視野領域に表
示される視野垂直線や視野水平線を基準に方位や姿勢角が検出されるため、目視視認に合
わせた方位や姿勢角を把握することができる。
　また、方位検出手段、姿勢角検出手段、位置検出手段の少なくとも１つの検出信号に基
づいた検出結果を表示手段に表示したときは、周囲環境を観察する場合に、この周囲環境
を視認しつつ、対象物の方位や俯仰角、又は対象物に関するデータを同時に視認すること
ができる。
　また、方位検出手段、姿勢角検出手段、位置検出手段の少なくとも１つの検出信号に基
づいた関連情報を表示手段に表示したときは、周囲環境内に対象物が存在する場合にはこ
の対象物に関するデータも視認することができる。
【００１８】
　また、表示手段に検出結果及び／又は関連情報を、スクロールして表示可能とするスク
ロール手段をさらに備えたときは、表示手段を限られた視野領域の一部に限っているため
、表示領域が狭く多くの情報を表示させることができにくいが、スクロール表示によって
多くの情報を表示させることができる。
　また、表示手段の表示を固定的に取り込む固定取込手段をさらに備えたときは、対象物
に関するデータを、更新することなく固定させて表示を維持、記憶することで、光学機器
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を対象物に維持しなくても、また後からでもデータ内容を再確認できる。
　また、光学機器に機器用計時手段をさらに備え、少なくとも方位検出手段、姿勢角検出
手段、及び位置検出手段のうちの１つの検出信号及び／又は光学機器への接眼状況の時間
的変化に基づいて、光学機器に供給される電力を抑制したときは、検出信号や光学機器へ
の接眼状況の時間的変化によって不使用状態を検出して供給電力を抑制することで、消費
電力を少なくし、又は電池容量を小さくすることでの光学機器の軽量化や使用時間の延長
を図ることができる。
【００１９】
　また、検出信号を受信し、受信した検出信号に基づいて関連情報を取得し、関連情報を
光学機器に送信する中継手段をさらに備えたときは、関連情報の取得を中継手段で行わせ
ることで、光学機器の小型化及び軽量化を図ることができ、モバイル性を高めることがで
きる。
　また、中継手段にはさらに記憶手段を備え、受信、送信に関連した情報を記憶したとき
は、中継手段に受信、送信に関連した情報を記憶させることで、光学機器での観測を、観
測者以外でも確認でき、蓄積した情報の再確認や分析を行うことができる。
　また、関連情報には、ＧＩＳ（地理情報システム）情報、ＡＩＳ（船舶自動識別システ
ム）情報、ＡＲＰＡ（自動衝突予防援助装置）情報、又は設定した目標物の方向を指示す
るガイド機能情報を含むときは、周囲環境内に存在する対象物に関する情報を視認するこ
とができるとともに、ガイド機能情報により対象物を短時間で捉えることができる。
【００２０】
　また、中継手段に中継手段用計時手段をさらに備え、検出信号、関連情報の時間的な取
得状況を管理したときは、光学機器を用いた目視視認作業が正しく行われているかを管理
することができる。
　また、検出信号を中継手段に送信し、中継手段で処理した処理信号を光学機器に戻し、
光学機器の所定の操作に基づいて、処理信号を基準にして系の故障を検出したときは、光
学機器に対する自己診断機能を搭載することで、誤った観測を防止することができる。
　また、本発明によれば、表示手段を光学機器の視野領域の中央部以外に設けることで、
素通しによる目視視認を確保し、暗く光量の少ない状態での対象物の視認性を向上できる
とともに、表示手段による情報表示領域と目視視認領域とが異なることで、情報表示の明
るさによる目の暗順応への影響を少なくできる。更に調光手段による明るさ調整によって
、自然光下での環境変化への対応や暗順応への悪影響の軽減が可能となり、またヒトの個
人差に対応させることができるため、暗順応の低下を更に少なくし視認性を更に向上する
ことができ、更には、地理的位置算出手段によって地理的位置を算出する機能を光学機器
に備えているため、外部から情報を得ること無しに、地理的位置を把握することができる
。
【００２１】
　また、光学機器の地理的位置を検出する位置検出手段をさらに備え、地理的位置算出手
段を位置検出手段による検出ができないときに機能させたときは、通常は位置検出手段に
よる地理的位置を利用できるとともに、位置検出手段が使えない状況に陥っても地理的位
置算出手段によって地理的位置を把握できる。
　また、光学機器を双眼鏡としたときは、手軽に利用することができる。
　また、双眼鏡を上下逆にして使用したときに、表示手段の表示も逆に表示したときは、
双眼鏡の上下逆使いによっても表示手段の表示情報を利用することができる。
【００２２】
　また、双眼鏡の焦点合わせに連動して、表示手段の表示範囲を変更したときは、光学機
器の視野領域に多くの対象物が存在する場合にも、目視視認の対象である対象物を主とし
た表示内容とすることができる。
　また、表示手段を視野領域の上部及び／または下部に水平方向に設け、双眼鏡の目幅調
節時に表示を機構的あるいは表示制御的に水平に保つときは、視野領域の中央部以外に表
示手段を配置するとともに表示を水平に保つことで、素通しによる目視視認を確保できる
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とともに、表示手段の表示を常に見やすい状態に保つことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の実施形態による目視視認支援装置を搭載する船舶の側面図
【図２】同目視視認支援装置を示す機器構成図
【図３】同目視視認支援装置での光学機器の視野領域内の昼間時における表示状態を示す
図
【図４】同目視視認支援装置での光学機器の視野領域内の夜間時における表示状態を示す
図
【図５】同目視視認支援装置での光学機器の視野領域内の表示を示す他の実施形態による
表示状態を示す図
【図６】同目視視認支援装置を機能実現手段で表したブロック図
【図７】同目視視認支援装置を機能実現手段で表した他の実施形態によるブロック図
【図８】同目視視認支援装置を機能実現手段で表した更に他の実施形態によるブロック図
【図９】同目視視認支援装置を機能実現手段で表した更に他の実施形態によるブロック図
【図１０】同目視視認支援装置を機能実現手段で表した更に他の実施形態によるブロック
図
【図１１】同目視視認支援装置に用いる光学機器の要部構成図
【図１２】同目視視認支援装置での表示状態を示す図
【図１３】同目視視認支援装置での他の実施形態による表示状態を示す図
【図１４】同目視視認支援装置の設定管理、ワッチ管理を説明する図
【図１５】同目視視認支援装置での更に他の使用例による表示状態を示す図
【図１６】同目視視認支援装置の他の使用例を示す図
【図１７】同目視視認支援装置での更に他の使用例による表示状態を示す図
【図１８】同目視視認支援装置での更に他の使用例による表示状態を示す図
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に、本発明の目視視認支援装置の一実施形態について説明する。
　図１は本実施形態による目視視認支援装置を搭載する船舶の側面図、図２は同目視視認
装置を示す機器構成図である。
【００２５】
　図１及び図２に示すように、本実施形態では目視視認支援装置を船舶１０で用いた場合
であり、目視視認支援装置は船橋６にて用いられる。
　船舶１０には、ＡＩＳ（船舶自動識別装置）レシーバ１、ＧＰＳレシーバ２、ジャイロ
コンパス３、船体姿勢角検出手段としての姿勢角センサ（３軸角度センサ）４、レーダー
装置５を備えている。
【００２６】
　ＡＩＳレシーバ１では、船舶１０の船名、船種、識別番号、位置、針路、速度、航行状
態、安全情報などの、被観測物（対象物）となる他船データを取得することができる。Ｇ
ＰＳレシーバ２では、複数の衛星からの信号を受け取ることで自船の現在位置を得るデー
タを取得することができる。またジャイロコンパス３では自船の針路データを取得するこ
とができる。姿勢角センサ４は、自船の揺れによって生じるヨーイング、ローリング、ピ
ッチングの姿勢角データを検出することができる。レーダー装置５では、自船から一定範
囲に存在する被観測物について、自船から見た方位データと自船からの距離データを取得
することができ、他船の方位、他船までの距離、再接近距離、再接近までの所要時間を主
として判断できる。他船の針路、他船の速度情報は、レーダー装置５で取得する情報をプ
ロティングすることでも得ることができる。また、ＡＲＰＡ（自動衝突予防支援装置）情
報として自動処理した情報としても得ることができる。ＡＲＰＡ情報には、被観測物とな
る他船の方位、他船までの距離、他船の針路、速度、予測される最接近距離、最接近まで
の所用時間などが含まれる。
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【００２７】
　ＡＩＳレシーバ１では、船名など静的な情報は６分毎、動的な情報は航走状態により２
～１２秒間隔といったように間欠的に情報更新がされるが、ＡＩＳレシーバ１で得られる
完結的な情報を一旦記憶させておいて利用することもできる。
　また、船橋６には、レピーターコンパス７などの各種計測表示機器とともに中継手段２
０と光学機器５０が設けられている。光学機器５０は、本実施形態では双眼鏡であるが、
望遠鏡やカメラなどの撮像機器であってもよい。光学機器５０は基台８に保持されており
、周囲環境の観測エリアの観測時には基台８から離脱して用いる。なお、レピーターコン
パス７の前には、情報を周囲環境に重畳表示する重畳表示器９を備えている。
【００２８】
　図３及び図４は、同目視視認支援装置での光学機器の視野領域内の表示状態を示す図で
あり、図３は昼間時における表示状態を示す図、図４は夜間時における表示状態を示す図
である。
　光学機器５０の視野領域の中央部以外には、表示手段９０ａを配置している。表示手段
９０ａには、例えば透過型の液晶パネルや透明な有機ＥＬディスプレイが適しているが、
ハーフミラーやプリズムの一部を視野領域の中央部以外に臨ませ、文字や記号を投影して
表示することもできる。表示手段９０ａとして、透明性の高いパネルやディスプレイを用
いても、レンズだけの場合（素通しの場合）と比較すると透過率は大幅に低下してしまう
ため、視野領域全てには設けない。本実施形態における表示手段９０ａは、視野領域の上
端から、視野領域の直径に対して１／４までの位置に配置している。光学機器５０の視野
領域の中央部は、視野領域の中心を通り、視野領域の半径に対して１／２の半径で囲まれ
る領域よりも大きく、３／４の半径で囲まれる領域よりも小さいことが好ましい。
【００２９】
　光学機器５０の視野領域には、視野領域の中心を通る視野垂直線５０ｖと、この視野垂
直線５０ｖに直交する視野水平線５０ｈとを設けている。ここで、視野垂直線５０ｖ及び
視野水平線５０ｈは、例えば、光学系レンズに溝を形成することで物理的に構成する。
　一方、表示手段９０ａには、視野垂直線５０ｖに合せた表示手段垂直線９０ｖと、視野
水平線５０ｈに合わせた表示手段水平線９０ｈを設ける。ここで、表示手段垂直線９０ｖ
及び表示手段水平線９０ｈは、液晶などの制御によって表示する。表示手段垂直線９０ｖ
は視野垂直線５０ｖに一致させて表示し、表示手段水平線９０ｈは視野水平線５０ｈと平
行になるように表示する。
【００３０】
　図３及び図４では、表示手段９０ａには、表示手段垂直線９０ｖ及び表示手段水平線９
０ｈ以外に、方位「２７５°」、速度「１２．９ｋｔ」、船名「ＯＯＴＡ－ＭＡＲＵ」、
距離「２．５ＮＭ」を表示している。また、船首が手前に向いていることを、表示手段垂
直線９０ｖ上の三角マークで表示している。
【００３１】
　図３で示す昼間時には表示手段９０ａによる表示を明るくして見やすくし、図４に示す
夜間には視認性を確保し、暗順応の状態を維持するために表示手段９０ａによる表示を暗
く調整している。また、表示される文字や記号は、昼間は暗色系で表示し、夜間は液晶な
どの表示を反転させ淡色系で表示し、目に入る光量を極力制限し暗順応が損なわれないよ
うに配慮している。更に、夜間における文字や記号の表示は、赤色系の光で表示し暗順応
へ影響を及ぼさないように配慮している。
　このように調整、配慮することで、昼間時のように視野領域が明るい場合でも表示手段
９０ａの表示を確実に視認することができ、夜間時のように視野領域が暗い場合には、表
示手段９０ａの表示の影響を受けることなく、被観測物である船舶１０の船影を捉えたり
、遠方の舷灯の色判別を確実に行うことができる。すなわち、視野領域の中央部を素通し
とし、表示手段９０ａの明るさを調節する調光手段を備えることにより、自然光下の一億
倍以上にも及ぶ明るさの変化に対応し、様々な場面で視認性を確保することが可能となっ
ている。
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【００３２】
　図５は、同目視視認支援装置での光学機器の視野領域内の表示を示す他の実施形態によ
る表示状態を示す図である。
　光学機器５０の視野領域の中央部以外には、表示手段９０ａ、９０ｂを配置している。
表示手段９０ａ、９０ｂには、例えば透過型の液晶パネルや透明な有機ＥＬディスプレイ
が適しているが、ハーフミラーやプリズムの一部を視野領域の中央部以外に臨ませ、文字
や記号を投影して表示することもできる。表示手段９０ａ、９０ｂとして、透明性の高い
パネルやディスプレイを用いても、レンズだけの場合（素通しの場合）と比較すると透過
率は大幅に低下してしまうため、視野領域全てには設けない。本実施形態における表示手
段９０ａは、視野領域の上端から、視野領域の直径に対して１／４までの位置に配置し、
表示手段９０ｂは、視野領域の下端から、視野領域の直径に対して１／８までの位置に配
置している。光学機器５０の視野領域の中央部は、視野領域の中心を通り、視野領域の半
径に対して１／２の半径で囲まれる領域よりも大きく、３／４の半径で囲まれる領域より
も小さいことが好ましい。
【００３３】
　光学機器５０の視野領域には、視野領域の中心を通る視野垂直線５０ｖと、この視野垂
直線５０ｖに直交する視野水平線５０ｈとを設けている。ここで、視野垂直線５０ｖ及び
視野水平線５０ｈは、例えば、光学系レンズに溝を形成することで物理的に構成する。
　一方、表示手段９０ａ、９０ｂには、視野垂直線５０ｖに合せた表示手段垂直線９０ｖ
と、視野水平線５０ｈに合わせた表示手段水平線９０ｈを設ける。ここで、表示手段垂直
線９０ｖ及び表示手段水平線９０ｈは、液晶などの制御によって表示する。表示手段垂直
線９０ｖは視野垂直線５０ｖに一致させて表示し、表示手段水平線９０ｈは視野水平線５
０ｈと平行になるように表示する。
　表示手段９０ａには、表示手段垂直線９０ｖ及び表示手段水平線９０ｈ以外に、方位「
２７５°」、速度「１２．９ｋｔ」、船名「ＯＯＴＡ－ＭＡＲＵ」、距離「２．５ＮＭ」
を表示し、表示手段９０ｂには、表示手段垂直線９０ｖ及び表示手段水平線９０ｈ以外に
、東経「１３４°１２．６０４’Ｅ」、北緯「３５°４３．３１５’Ｎ」を表示している
。
　本実施形態のように、光学機器５０の視野領域の中央部以外の領域として、上部と下部
にそれぞれ表示手段９０ａ、９０ｂを設けることで、上部又は下部だけに設ける場合と比
較して表示情報量を多くすることができる。
【００３４】
　図６は同目視視認支援装置を機能実現手段で表したブロック図である。
　図６を用いて同目視視認支援装置の機能実現手段について説明する。図６では、中継手
段２０と光学機器５０とを示している。
　中継手段２０では、ＡＩＳレシーバ１から、船舶１０の船名、船種、識別番号、位置、
針路、速度、航行状態、安全情報などの、被観測物となる他船データを、ＧＰＳレシーバ
２から自船に関する現在位置データを、ジャイロコンパス３から自船の針路データを、姿
勢角センサ４から自船の揺れによって生じる船体姿勢角データを、レーダー装置５から、
自船から一定範囲に存在する被観測物について、自船から見た方位データと自船からの距
離データを、ＡＲＰＡ装置１１（自動衝突予防支援装置）から、他船の針路、他船の速度
情報を、それぞれ継続的にリアルタイムで取得する。
【００３５】
　中継手段２０は、中継手段用位置検出手段２１、中継手段用姿勢角検出手段２２、中継
手段用方位検出手段２３を備えている。
　中継手段用位置検出手段２１は、例えばＧＰＳレシーバ２から、自船の現在位置に関す
るデータを取得することで現在位置を検出する。中継手段用姿勢角検出手段２２は、例え
ば姿勢角センサ４から自船の揺れによって生じる船体姿勢角データを取得することで姿勢
角を検出する。中継手段用方位検出手段２３は、例えばジャイロコンパス３から自船の針
路データを取得することで方位を検出する。
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【００３６】
　一方、光学機器５０は、位置検出手段５１、姿勢角検出手段５２、及び方位検出手段５
３を備えている。位置検出手段５１では光学機器５０の機器位置を、姿勢角検出手段５２
では光学機器５０の機器姿勢角を、方位検出手段５３では光学機器５０の機器方位（観測
方位）を検出する。位置検出手段５１では、例えばＧＰＳセンサ（図示せず）から現在位
置に関するデータを取得することで機器位置を検出し、姿勢角検出手段５２では、Ｐｉｔ
ｃｈ成分とＲｏｌｌ成分を例えば姿勢角センサ（３軸）４を用いて検出し、方位検出手段
５３では、方位（Ｂｅａｒｉｎｇ・・・Ｙａｗ成分を基に演算）を例えば姿勢角センサ（
３軸）４を用いて検出する。
【００３７】
　基台８には中継手段用離脱センサ２４を、光学機器５０には基台離脱センサ５４を備え
ており、中継手段用離脱センサ２４及び基台離脱センサ５４は、例えばスイッチで構成さ
れており、光学機器５０の基台８からの離脱を検知する。
　中継手段用位置検出手段２１、中継手段用姿勢角検出手段２２、及び中継手段用方位検
出手段２３からの自船に関する現在位置データ、船体姿勢角データ、及び針路データは、
中継手段用検出処理回路２５において処理され、光学機器５０を保持する基台８の位置、
姿勢角、方位を演算する。ここで、基台８の姿勢角は、光学機器５０の保持状態における
基準姿勢角、基台８の方位は、光学機器５０の保持状態における基準方位である。なお、
自船の現在位置データを基台８の位置データとして用いることができる場合、姿勢角デー
タを基台８の姿勢角として用いることができる場合、針路データを基台８の方位として用
いることができる場合には、中継手段用検出処理回路２５での演算処理を必ずしも要しな
い。
【００３８】
　なお、本実施形態では、中継手段用離脱センサ２４及び基台離脱センサ５４は、光学機
器５０の基台８からの離脱を検知するものとして説明したが、光学機器５０の機器方位、
機器姿勢角、及び機器位置をリセットする機能を有すればよい。また、中継手段用離脱セ
ンサ２４は基台８に設けているとして説明したが、基台８と中継手段２０とは一体的に構
成されていてもよい。
　また、上記実施形態では、中継手段２０に中継手段用離脱センサ２４を、光学機器５０
に基台離脱センサ５４を設けたが、いずれか一方だけを設けてもよい。この場合には、例
えば中継手段用離脱センサ２４だけを設けた場合には、離脱時点で中継手段用離脱センサ
２４から方位検出手段５３、姿勢角検出手段５２、及び位置検出手段５１に信号を送るこ
とで、方位検出手段５３、姿勢角検出手段５２、及び位置検出手段５１での検出を開始す
る。
　また、光学機器５０の累積誤差の解消の目的で、光学機器５０を基台８に戻さなくても
、光学機器５０からの指示（機器操作設定器６７での操作）で方位検出手段５３、姿勢角
検出手段５２、及び位置検出手段５１をリセットして、機器方位、機器姿勢角、及び機器
位置の更新を行い、これを新たな起点として演算を行うこともできる。
【００３９】
　中継手段用離脱センサ２４では、離脱を検知すると中継手段用検出処理回路２５に信号
を送り、中継手段用検出処理回路２５では、離脱時点での基台８（又は中継手段２０）の
位置データ、姿勢角データ、及び方位データを基準データとして、中継手段用位置検出手
段２１、中継手段用姿勢角検出手段２２、及び中継手段用方位検出手段２３で検出した離
脱検知後の変位データの検出処理を行う。
　基台離脱センサ５４では、離脱を検知すると機器用検出処理回路５５に信号を送り、機
器用検出処理回路５５では、離脱時点での位置検出手段５１、姿勢角検出手段５２、及び
方位検出手段５３からのデータを基準データとして、それぞれ機器位置、機器姿勢角、機
器方位の変位データの検出処理を行う。
　機器用検出処理回路５５で処理されたデータは、機器側送信回路５６から継続的にリア
ルタイムで中継手段用受信回路２６に送信される。機器側送信回路５６と中継手段用受信
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回路２６とは有線によるデータ送信でもよいが、無線によるデータ送信が好ましい。
【００４０】
　演算回路２７では、中継手段用検出処理回路２５における離脱時における基準データと
、機器用検出処理回路５５からの変位データとから、光学機器５０の観測範囲や、被観測
物の方位と俯仰角が算出される。すなわち、演算回路２７では、離脱時における基準位置
データを基準にして、機器位置の変位データを用いてその後の光学機器５０の位置を演算
し、離脱時における基準姿勢角データを基準にして、機器姿勢角の変位データを用いてそ
の後の光学機器５０の機器姿勢角を演算し、離脱時における基準方位データを基準にして
、機器方位の変位データを用いてその後の光学機器５０の方位を演算する。
　また、演算回路２７では、現在位置を基準にした光学機器５０での観測エリアの中心の
方位と俯仰角を算出し、光学機器５０における視野領域に応じて観測エリア（表示対象範
囲）が決定される。光学機器５０において倍率変更が可能な場合には、それぞれの倍率に
応じた観測エリアがあらかじめ設定されている。
【００４１】
　演算回路２７で演算されたデータは、継続的にリアルタイムで中継手段用送信回路２８
から送信されるとともに、中継手段用表示装置２９にて表示される。
　また、演算回路２７で演算されたデータは、継続的にリアルタイムで関連情報取得回路
３０に送られ、関連情報取得回路３０では、観測エリアに対応する被観測物に関するデー
タを取得する。
　すなわち、関連情報取得回路３０では、演算回路２７で算出された観測エリアを特定す
る方位範囲データ及び俯仰角範囲データを用いて、観測エリア内に存在する被観測物のデ
ータを関連情報として取り込む。ここで、関連情報は、被観測物の位置データ、方位デー
タ、又は距離データ、その他として、例えば、船名、識別番号などの被観測物に関する情
報であり、関連情報には、ＧＩＳ（地理情報システム）情報、ＡＩＳ（船舶自動識別シス
テム）情報、ＡＲＰＡ（自動衝突予防援助装置）情報、又は設定した目標物の方向を指示
するガイド機能情報を含む。
【００４２】
　例えばＡＩＳレシーバ１から、船舶１０の船名、船種、識別番号、位置、針路、速度、
航行状態、安全情報などの、被観測物となる他船データを関連情報として取得する。また
、ＡＩＳ情報以外に、又はＡＩＳ情報とともに、ＡＲＰＡ情報、レーダー情報、ＧＩＳ情
報（ＥＮＣ（電子海図）情報）、潮汐情報、天文情報を関連情報として取得することがで
きる。また、レーダー装置５からのデータを関連情報として用いることもできる。この場
合には、レーダー装置５では、被観測物について、自船から見た方位データと自船からの
距離データを取得することができる。また、ＡＩＳレシーバ１又はレーダー装置５ととも
にＡＲＰＡ装置１１（自動衝突予防援助装置）による被観測物情報を関連情報として用い
ることもできる。なお、ガイド機能情報については後述する。
【００４３】
　抽出される被観測物が複数存在する場合、全てを抽出してもよいが、基台８に近い距離
にある被観測物に関するデータを優先して抽出することも有効である。
　また、被観測物を含む被観測物に関する情報を、被観測物の前後の所定の範囲で抽出し
、被観測物が輻輳して存在する場合に分かり易い表示に繋げることも有効である。また、
被観測物の決定にあたっては、光学機器５０の焦点調節を検出し、焦点合致によって被観
測物であることを判断することができる。
　また、関連情報取得回路３０で取得した被観測物に関するデータは、継続的にリアルタ
イムで中継手段用送信回路２８から送信されるとともに、中継手段用表示装置２９にて表
示される。
【００４４】
　中継手段用受信回路２６で受信される機器用検出処理回路５５で処理されたデータは、
中継手段用計時手段３１の計時データとともに記憶手段３２に記憶される。
　なお、記憶手段３２に記憶するデータは、中継手段用受信回路２６で受信されるデータ
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とともに、又は中継手段用受信回路２６で受信されるデータに代えて中継手段用送信回路
２８で送信されるデータであってもよい。
　中継手段用送信回路２８から送信されるデータは、光学機器５０内の機器側受信回路５
７で受信し、表示手段９０で表示される。ここで表示手段９０は、図３から図５を用いて
説明した表示手段９０ａ及び／又は表示手段９０ｂが相当する。
【００４５】
　表示手段９０では、位置検出手段５１、姿勢角検出手段５２、方位検出手段５３の少な
くとも１つの検出信号に基づいた検出結果、すなわち、機器位置、機器姿勢角、又は機器
方位を表示することで、周囲環境を観察する場合に、この周囲環境を視認しつつ、観測エ
リアの方位や俯仰角、又は被観測物に関するデータを同時に視認することができる。また
、表示手段９０では、位置検出手段５１、姿勢角検出手段５２、方位検出手段５３の少な
くとも１つの検出信号に基づいた関連情報を表示することで、観測エリア内に被観測物が
存在する場合にはこの被観測物に関するデータも視認することができる。なお、中継手段
用送信回路２８と機器側受信回路５７とは有線によるデータ送信でもよいが、無線による
データ送信が好ましい。
【００４６】
　光学機器５０には、機器用計時手段５８を更に備えている。機器用計時手段５８は、被
観測物に関するデータの取得時刻の管理に用いるほか、位置検出手段５１として例えば姿
勢角センサ（３軸）４を用いた場合には、機器用計時手段５８を用いて位置検出を行うこ
とができる。
　また、光学機器５０は、バッテリー５９を内蔵している。バッテリー５９は、中継手段
２０の電力供給手段（図示せず）から電力が供給される。電力供給手段からの電力の供給
は、光学機器５０と中継手段２０との接触によって行う場合でも、非接触によって行う場
合でもよい。
　また、光学機器５０は、表示手段９０の明るさを調節する調光手段６０を更に備えてい
る。調光手段６０は、ボリューム変更が可能な調光機構６０ａと、調光機構６０ａで設定
された明るさとなるように調光する調光回路６０ｂからなる。また、夜間における表示手
段９０の明るさの上限を設定する上限設定手段６１を備え、上限設定手段６１では、調光
機構６０ａでのボリューム変更可能な上限を設定することで、夜間における暗順応への悪
影響を防止することができる。ヒトは個人毎に暗順応への適応能力に若干の差があるが、
上限設定手段６１でボリューム変更可能な上限を設定することで、個人毎の最適な上限値
を設定できる。調光回路６０ｂでの調光によって照明６２での明るさが決定され、照明６
２の光で表示手段９０が表示される。この照明６２は、赤色系の光を用いることにより、
暗順応へ影響を及ぼさないように配慮されている。ヒトの目の光を感じる視細胞には、明
暗のみに反応する桿体細胞と、色彩に反応する錐体細胞がある。特に、赤色に反応するＬ
錐体細胞は、桿体細胞のスペクトル範囲を越えて（６００ｎｍ以上）感度を持つ。このた
め、桿体細胞の反応しなくなる６００ｎｍ以上の赤色系の光で表示すると、赤色系の光に
反応するＬ錐体細胞で表示を認識し、ロドプシンの分解を防ぎ、桿体細胞の暗順応に対し
て影響を及ぼすことを抑制できる。なお、照明６２は液晶などの表示手段９０と一体的に
設けることも、表示手段９０に光を導く光路を用いて別体として設けることも可能である
。
【００４７】
　また、光学機器５０は、撮像装置６３と固定取込手段６４とを更に備えている。
　撮像装置６３は、被観測物の周囲環境を撮像するもので、光学機器５０の視野領域と一
致させている。
　固定取込手段６４は、撮像装置６３での撮像を固定的に取り込む機能で、固定取込設定
器６４ａの操作によって固定取込回路６４ｂが機能して撮像装置６３でのデータを取り込
む。すなわち、固定取込手段６４によって、撮像装置６３で送信する撮像データを、静止
画像データとして表示手段９０で表示し、機器側送信回路５６から、中継手段２０に送信
して中継手段用表示装置２９で表示することで、静止画像データとして固定的な表示によ
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るデータ内容の再確認を行える。また、中継手段２０に送信した静止画像データを、機器
用検出処理回路５５で出力するデータとともに、記憶手段３２に記憶させてもよい。なお
、取込むデータは動画像データであっても構わない。この場合、固定取込設定器６４ａが
操作されたときを起点として、再操作がされる迄、あるいは操作から所定の時間にわたり
動画像データを取り込む。
【００４８】
　このように、撮像装置６３の表示を固定的に取り込む固定取込手段６４を備えたときは
、被観測物に関するデータを、更新することなく固定させて表示を維持、記憶することで
、光学機器５０を被観測物に維持しなくても、データ内容を再確認できる。
　また、光学機器５０は、機器用記憶手段６５、焦点調節機構６６、及び機器操作設定器
６７を備えている。
　機器用記憶手段６５では、機器用検出処理回路５５で処理されるデータ、機器側送信回
路５６で送信されるデータ、機器側受信回路５７で受信されるデータ、撮像装置６３から
の撮像データ、及び／又は固定取込回路６４ｂによる静止画像データが記憶される。
　焦点調節機構６６は、光学機器５０の焦点鏡の位置を変更する機構である。また、機器
操作設定器６７では、表示手段９０を視野領域に出し入れする操作指示や光学機器５０の
起動／停止等を設定する。
　一方、中継手段２０には、中継手段用操作設定器３３を設けている。中継手段用操作設
定器３３では、中継手段用表示装置２９での表示内容の設定や変更を行ったり、複数の人
が交代で使用する場合に、個人に合わせた光学機器５０の自動設定（眼幅や好みの照明レ
ベルなど）の設定管理、また中継手段２０の起動／停止等を行うことができる。
【００４９】
　図７は同目視視認支援装置を機能実現手段で表した他の実施形態によるブロック図であ
る。なお、図６と同一機能実現手段には同一符号を付して説明を省略する。また、中継手
段２０の機能については、図６と同一であるため、図示を省略する。
　本実施形態では、光学機器５０に、光学機器５０の周囲の明るさを検出する明るさセン
サ６８、表示手段９０の表示状態や設定を昼間と夜間で切り換える昼夜切換手段６９、調
光手段６０による明るさの調節範囲を、昼間と夜間とで異ならせる調光範囲制御手段７０
を備えている。
【００５０】
　明るさセンサ６８では、明るさを検出し、調光回路６０ｂで照明６２のレベルを変える
。例えば、明るさ０（新月）の場合には照明レベル１、明るさ２（満月）の場合には照明
レベル２、明るさ５（曇り）の場合には照明レベル５のように照明６２のレベルを変える
。
　昼夜切換手段６９では、昼間モードと夜間モードとの切り換えを行う。昼間モードと夜
間モードとの切り換えは、例えば、照明レベルの切り換え、照明６２の調光範囲の変更、
夜間モードでは照明６２を赤色光への変更、液晶表示の反転を、いずれか又は組み合わせ
て行う。
　調光範囲制御手段７０では、個人による調節可能な範囲を変える。例えば、明るさ０（
新月）の場合には照明レベル範囲０．５～１．５、明るさ２（満月）の場合には照明レベ
ル範囲１．５～２．５、明るさ５（曇り）の場合には照明レベル範囲４～６とし、個人に
よってこの照明レベル範囲内での調整を行うことができる。
【００５１】
　上限設定手段６１は、特に夜間の照明レベルの上限を、例えば照明レベル２．５以下の
ように抑えるもので、照明レベル調節スイッチに段階を設けて機構的に制限する構成や、
昼夜切換手段６９での夜間切換に連動させて制限する構成や、明るさセンサ６８の検出値
に連動させて制限する構成を採用することができる。
　また、本実施形態では、光学機器５０に、表示手段９０に検出結果及び／又は関連情報
を、スクロールして表示可能とするスクロール手段７１を備えている。スクロール手段７
１により、表示情報をスクロールできるので、特に長い関連情報の表示時に便利であり、
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適宜手動でスクロール手段７１を動作指示できる。スクロール手段７１の動作指示は、機
器操作設定器６７にて行う。
【００５２】
　また、本実施形態では、光学機器５０に、双眼の距離を変更する目幅調節手段７２と、
双眼鏡の目幅調節時に表示を機構的あるいは表示制御的に水平に保つ水平調節回路７３と
を備えている。目幅調節手段７２は、水平方向に伸縮自在なスライド調節機構であっても
よいが、軸式の場合には水平調節回路７３によって水平表示とする。水平表示は、軸の回
転角度を検出して表示手段９０を機構的に回動させることで補正を行う他、姿勢角検出手
段５２の検出に基づいて常に水平表示を行うことにより実現する。
　また、本実施形態では、光学機器５０に、表示手段９０を視野領域に出し入れ可能とす
る表示出入機構７４を備えている。表示出入機構７４は、機器操作設定器６７からの操作
により、機構的に表示手段９０を視野内と視野外に位置を変更させる。
【００５３】
　また、本実施形態では、光学機器５０に、光学機器５０の焦点合わせに連動して、表示
手段９０の表示範囲を変更する表示範囲変更回路７５を備えている。表示範囲変更回路７
５は、光学機器５０の焦点調節に連動して、焦点の合った対象物の前後所定の範囲の情報
を表示することで、特に複数の船が前後に存在する場合に、複数の被観測物に関する表示
が重なって表示されないために見やすくできる。
　また、本実施形態では、光学機器５０に、光学機器５０である双眼鏡を上下逆にして使
用したときに、表示手段９０の表示も逆に表示する逆転表示回路７６を備えている。逆転
表示回路７６は、効き目に合わせて双眼鏡を逆さ使用する場合に、姿勢角検出手段５２で
これを検出し、表示を逆転させることで実現する。
【００５４】
　図８は同目視視認支援装置を機能実現手段で表した更に他の実施形態によるブロック図
である。なお、図６と同一機能実現手段には同一符号を付して説明を省略する。
【００５５】
　本実施形態では、光学機器５０に、故障検出回路７７を備えている。
　故障検出回路７７は、検出信号を中継手段２０に送信し、中継手段２０で処理した処理
信号を光学機器５０に戻し、光学機器５０の所定の操作に基づいて、処理信号を基準にし
て系の故障を検出する。具体的には、機器操作設定器６７で、光学機器５０の使用開始（
起動）を設定し、あらかじめ設定した手順（例えば垂直に立てるとか、９０°方位を変更
する）に従って光学機器５０をセットする。このときに、光学機器５０からの信号を中継
手段用受信回路２６で受信し、処理信号を光学機器５０に戻して検出値があらかじめ設定
した所定範囲に入っていない場合には故障と判断する。
　また、光学機器５０から、擬似信号を中継手段２０に送信し、機器用検出処理回路５５
における処理信号を中継手段用送信回路２８から発信して機器側受信回路５７で受信する
ことで制御回路系の故障を検出することもできる。
【００５６】
　また、本実施形態では、光学機器５０に、接眼検出手段７８と電力抑制回路７９とを備
えている。接眼検出手段７８で光学機器５０からの眼の離脱を検出すると、電力抑制回路
７９によって照明６２や表示手段９０を切又は出力低下させる。または、接眼検出手段７
８で光学機器５０への接眼状況の時間的変化によって所定時間接眼が行われていないこと
を検出すると、電力抑制回路７９によって照明６２や表示手段９０を切又は出力低下させ
る。更に長い時間接眼が行われていないことを検出すると、他の制御回路への電力供給を
抑制したり、プロセッサ―（ＣＰＵ）の周波数や電圧を下げて、更なる電力抑制を行う。
また、電力抑制回路７９は、少なくとも方位検出手段５３、姿勢角検出手段５２、及び位
置検出手段５１のうちの１つの検出信号が所定時間変化しないことを判定して照明６２、
表示手段９０を切又は出力低下させてもよい。ここで、接眼検出手段７８、方位検出手段
５３、姿勢角検出手段５２、及び位置検出手段５１の検出信号が所定時間変化しないこと
の検出には、機器用計時手段５８を用いる。
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【００５７】
　また、本実施形態では、中継手段２０に、検出信号、関連情報の時間的な取得状況を管
理する取得情報管理回路８０を備えている。
　取得情報管理回路８０では、中継手段用受信回路２６で受信した光学機器５０からの位
置、姿勢、方位の処理信号や、関連情報取得回路３０で取得した情報を、中継手段用計時
手段３１からの時系列的計時データとともに記憶手段３２に記憶し、中継手段用表示装置
２９で表示させることで管理者が光学機器５０での監視状況をチェックし、ワッチ管理す
ることができる。
　なお、中継手段用操作設定器３３の設定により、複数の人が交代で使用するワッチ業務
の場合に、個人に合わせた光学機器５０の自動設定（眼幅や好みの照明レベルなど）の設
定管理を行うこともできる。
【００５８】
　図９は同目視視認支援装置を機能実現手段で表した更に他の実施形態によるブロック図
である。なお、図６と同一機能実現手段には同一符号を付して説明を省略する。
【００５９】
　本実施形態では、光学機器５０に、位置データベース８１と地理的位置算出手段８２と
を備えている。
　地理的位置算出手段８２では、方位検出手段５３と姿勢角検出手段５２と位置データベ
ース８１とから地理的位置を演算により算出する。例えば、光学機器５０によって被観測
物として認識できる星座や灯台等のターゲットを観測することで得られる情報から、現在
位置データを算出できる。また、現在位置を特定した後の位置変更は、方位検出手段５３
と姿勢角検出手段５２と機器用計時手段５８の検出信号に基づいて算出してもよい。
　地理的位置算出手段８２は、位置検出手段５１による検出ができないときに機能させる
が、特に、中継手段用位置検出手段２１及び位置検出手段５１の双方とも検出ができない
場合に特に有効である。
【００６０】
　図１０は同目視視認支援装置を機能実現手段で表した更に他の実施形態によるブロック
図である。なお、図６と同一機能実現手段には同一符号を付して説明を省略する。
【００６１】
　本実施形態では、図６における中継手段２０が有する機能の一部を光学機器５０に備え
たもので、本実施形態における出力回路８３、表示選択回路８４、及び外部表示装置８５
は、実質的に図６に示す機器側送信回路５６、機器側受信回路５７、中継手段用表示装置
２９の機能に相当する。
　また、本実施形態における記憶手段３２及び関連情報取得回路３０は、光学機器５０に
設けることだけが図６と相違し、機能的には同一である。
　本実施形態では、中継手段２０を備えることなく、光学機器５０にて各種機能を実現す
るものであり、中継手段用位置検出手段２１、中継手段用姿勢角検出手段２２、中継手段
用方位検出手段２３、及び中継手段用検出処理回路２５の代わりに、各種データベース８
６を設け、ＧＩＳレシーバ１２からのＧＩＳ情報とともに関連情報取得回路３０に用いる
。ここで各種データベース８６では、星座、景観などに関する情報を含む。また、光学機
器５０の外部にも外部表示装置８５を設けることが好ましい。
【００６２】
　次に、図１１を用いて同目視視認支援装置に用いる光学機器の要部構成について説明す
る。
　図１１に示すように、光学機器５０として双眼鏡を用いる場合には、対物レンズ９１と
接眼レンズ９２との間には、対物レンズ側ポロプリズム９３と接眼レンズ側ポロプリズム
９４とが配置されている。対物レンズ側ポロプリズム９３の反射面には、入射光用直角プ
リズムを、接眼レンズ側ポロプリズム９４の反射面には、出射光用直角プリズムをそれぞ
れ配置する。対物レンズ側ポロプリズム９３の反射面、又は入射光用直角プリズムにおけ
る対物レンズ側ポロプリズム９３の反射面との当接面には、屈折率調整用のコーティング
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を施している。また、接眼レンズ側ポロプリズム９４の反射面、又は出射光用直角プリズ
ムにおける接眼レンズ側ポロプリズム９４の反射面との当接面には、屈折率調整用のコー
ティングを施している。
　接眼レンズ側ポロプリズム９４と接眼レンズ９２との間には、焦点鏡９５とともに表示
手段９０が配置される。表示手段９０は、表示出入機構７４によって接眼レンズ側ポロプ
リズム９４から接眼レンズ９２までの光路９６に垂直な方向に移動する。
【００６３】
　一対の光路９６の間には、コマンドスイッチケース９７、主制御回路９８、位置検出手
段５１、姿勢角検出手段５２、方位検出手段５３が配置される。コマンドスイッチケース
９７は接眼レンズ９２側に配置され、明るさセンサ６８は対物レンズ９１側に配置される
。
　コマンドスイッチケース９７には、機器操作設定器６７及び固定取込設定器６４ａが設
置されている。主制御回路９８には、機器用検出処理回路５５、機器側送信回路５６、機
器側受信回路５７、調光回路６０ｂ、固定取込回路６４ｂ、水平調節回路７３、表示範囲
変更回路７５、逆転表示回路７６、故障検出回路７７、電力抑制回路７９、出力回路８３
、表示選択回路８４が組み込まれている。
【００６４】
　次に、図１２を用いて同目視視認支援装置での表示状態について説明する。
　図１２（ａ）は、船舶１０の船橋６から見える自然光下の周囲環境の一部を示しており
、図１２（ｂ）（ｃ）（ｄ）は、それぞれ双眼鏡における観測エリア（図１２（ａ）中に
記載した円（ｂ）（ｃ）（ｄ））を示している。なお、図１２（ａ）中に記載した円（ｃ
）と円（ｄ）は同一円を示している。
【００６５】
　まず、図１２（ａ）に示すように、周囲環境中には、観測エリア中の被観測物として、
客船１０１、タンカー１０２、及び灯台１０３が見えている。
　図１２（ｂ）では、光学機器５０としての双眼鏡での被観測物をタンカー１０２とした
場合であり、視野領域の上部に水平方向に設けた表示手段９０ａには、タンカー１０２の
関連情報として、対地進路（ＣＯＧ：Ｃｏｕｒｓｅ　ｏｖｅｒ　Ｇｒｏｕｎｄ）が「３１
５°」、対地速度（ＳＯＧ：Ｓｐｅｅｄ　ｏｖｅｒ　Ｇｒｏｕｎｄ）が「１２．５ｋｔ」
、船名が「ＭＩＴＡＫＡ－ＭＡＲＵ」であること、また船の向きを三角記号にて表示して
いる。視野領域の下部に水平方向に設けた表示手段９０ｂには、タンカー１０２の関連情
報として、方位（ＢＲＧ：Ｂｅａｒｉｎｇ）が「２２５°」、距離（ＲＮＧ：Ｒａｎｇｅ
）が「３．０ＮＭ」であることを表示している。
【００６６】
　光学機器５０の視野領域には、視野領域の中心を通る視野垂直線５０ｖを設けており、
表示手段９０ａ及び表示手段９０ｂには、視野垂直線５０ｖに合せた表示手段垂直線９０
ｖが表示されている。ここでは、表示される方位（ＢＲＧ：Ｂｅａｒｉｎｇ）「２２５°
」は、被観測物であるタンカー１０２に関するものであるが、被観測物が存在しない場合
に表示される方位は、視野垂直線５０ｖに基づいた検出値となる。
【００６７】
　図１２（ｃ）では、光学機器５０としての双眼鏡での観測エリア内に、タンカー１０２
と客船１０１が存在する場合であり、視野領域の上部に水平方向に設けた表示手段９０ａ
には、タンカー１０２の関連情報として、方位が「２２５°」、対地速度が「１２．５ｋ
ｔ」、船名が「ＭＩＴＡＫＡ－ＭＡＲＵ」、距離が「３．０ＮＭ」であること、また船の
向きを記号にて表示している。視野領域の下部に水平方向に設けた表示手段９０ｂには、
客船１０１の関連情報として、方位が「２１５°」、対地速度が「１０ｋｔ」、船名が「
ＴＡＭＡＹＡ－ＭＡＲＵ」、距離が「２．５ＮＭ」であること、また船の向きを記号にて
表示している。
【００６８】
　本実施形態では、観測エリア内に複数の被観測物が存在する場合の表示方法を示してお
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り、一方の被観測物であるタンカー１０２の関連情報を一方の表示手段９０ａに表示させ
、他方の被観測物である客船１０１の関連情報を他方の表示手段９０ｂに表示させている
。
　また、例えば、本実施の形態のように、表示させる関連情報量が多い場合には、図７に
示したスクロール手段７１によって表示内容をスクロールさせることで、多くの情報を表
示させることができる。
　なお、スクロール手段７１によって表示内容をスクロールさせる場合には、表示手段垂
直線９０ｖの表示をさせないことが好ましい。
【００６９】
　図１２（ｄ）では、光学機器５０としての双眼鏡での観測エリア内に、タンカー１０２
と客船１０１が存在する場合での他の表示方法を示すものである。
　視野領域の上部に水平方向に設けた表示手段９０ａには、タンカー１０２の関連情報と
して、方位が「２２５°」、船名が「ＭＩＴＡＫＡ－ＭＡＲＵ」であること、客船１０１
の関連情報として、方位が「２１５°」、船名が「ＴＡＭＡＹＡ－ＭＡＲＵ」であること
を表示している。一方、視野領域の下部に水平方向に設けた表示手段９０ｂには、観測エ
リア内の方位をメモリ表示するとともに５０ｖの方位を表示している。
　なお、表示内容によっては、表示手段垂直線９０ｖの表示をさせないように機器操作設
定器６７にて設定することができる。
【００７０】
　次に、図１３を用いて同目視視認支援装置での他の実施形態による表示状態について説
明する。図１３（ａ）は、光学機器の焦点調節に連動させ無い場合の表示状態を示す図、
図１３（ｂ）は、光学機器の焦点調節に連動させた場合の表示状態を示す図である。
【００７１】
　図１３では、光学機器５０としての双眼鏡での観測エリア内に、船舶１０４、船舶１０
５のように複数の被観測物が存在している。
　基本的には、表示手段垂直線９０ｖに近い被観測物を表示する。図１３（ａ）では、表
示手段垂直線９０ｖが船舶１０５に一致しているため、表示手段９０ａには、船舶１０５
の関連情報として、対地進路が「２００°」、対地速度が「１０．０ｋｔ」、船名が「Ｍ
ＵＳＡＳＨＩＮＯ－ＭＡＲＵ」であることが表示され、表示手段９０ｂには、方位が「６
．５°」、距離が「４．０ＮＭ」であることが表示されている。
　しかし、例えば手ぶれの影響で、実際に知りたい被観測物が必ずしも表示手段垂直線９
０ｖに来ない場合もある。
【００７２】
　図１３（ｂ）では、表示範囲変更回路７５によって、光学機器５０の焦点調節に連動し
て、焦点の合った対象物の前後所定の範囲の情報を表示させている。ここでは表示範囲変
更回路７５によって、表示範囲を「１．０～３．０ＮＭ」に限定している。
　この場合には、表示手段垂直線９０ｖが船舶１０５に一致しているが、表示手段９０ａ
には、船舶１０４の関連情報として、対地進路が「３１５°」、対地速度が「１２．５ｋ
ｔ」、船名が「ＭＩＴＡＫＡ－ＭＡＲＵ」であることが表示され、表示手段９０ｂには、
方位が「５．５°」、距離が「２．０ＮＭ」であることが表示されている。
【００７３】
　本実施形態のように、双眼鏡の焦点合わせに連動して、表示手段９０ａ、９０ｂの表示
範囲を変更することで、視野領域に多くの被観測物が存在する場合にも、目視視認の対象
である被観測物に限った表示内容とすることができる。また、感度合わせ（方位範囲±○
○°以内）によっては、複数の被観測物の関連情報を表示させることもできる。
【００７４】
　次に、図１４を用いて図８で説明した自動設定（眼幅や好みの照明レベルなど）の設定
管理とワッチ管理について説明する。
　図１４は、同目視視認支援装置の設定管理、ワッチ管理を説明する図である。
　図中、担当者別プリセット表は、個人に合わせた光学機器５０の設定内容を示している
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。
　複数の人が交代で使用するワッチ業務の場合に、担当者別プリセット表に示すように、
担当者単位で、夜間照明レベル及び昼間照明レベルの最大値、左右の眼の焦点の違いの補
正値、効き目に応じた表示反転を、中継手段用操作設定器３３の設定によりあらかじめ設
定することができる。これらの設定を行っておくことで、機器操作設定器６７又は中継手
段用操作設定器３３にて使用者が担当者識別情報を入力することで、個別に調整すること
なく、光学機器５０の設定を行うことができる。
【００７５】
　図中、ワッチ管理表は、中継手段用受信回路２６で受信した光学機器５０からの位置、
姿勢、方位の処理信号を取得情報管理回路８０で取得することで作成される。
　担当者名とともに、ワッチ時刻、動作時間、操作回数、長期垂直回数、及び長期静止回
数が一覧表示され、それらの分析によって判定も行われる。また、これらのワッチ管理で
の分析、あるいは予め設定された設定値に基づき、ワッチ中の担当者に対するリアルタイ
ムでの警告、例えば「周囲の確認をお願いします」という音声による警告を発することも
できる。
【００７６】
　次に、図１５を用いて同目視視認支援装置での更に他の使用例による表示状態について
説明する。
　図１５では、光学機器５０としての双眼鏡での観測エリア内に、目視できる被観測物が
存在していない場合を示している。
　本実施形態は、設定水深を「１０ｍ」と設定した場合であり、目視できる被観測物が存
在していないが、表示手段９０ａには、設定水深の関連情報として、設定条件を満たす原
因「座礁注意」、水深が「６．５ｍ」であることが表示され、表示手段９０ｂには、方位
が「５．５°」、距離が「２．０ＮＭ」であることが表示されている。この場合、設定水
深よりも水深が小さい周囲環境が存在しているので座礁注意が表示されるとともに、リア
ルタイムでの警告、例えば「水深に注意してください」という音声による警告を発するこ
ともできる。
【００７７】
　次に、図１６を用いて同目視視認支援装置の他の使用例について説明する。
　本実施形態は、図９で示した地理的位置算出手段での処理流れを具体的に示すものであ
る。
　本実施形態では、光学機器５０に設けている方位検出手段５３と姿勢角検出手段５２と
機器用計時手段５８の検出信号に基づいて光学機器５０の地理的位置を算出する。
　光学機器５０にて、被観測物となる星座を観測エリア内に捉えることで、姿勢角検出手
段５２により高度角読み込みが行われ（ステップ１）、方位検出手段５３により方位角読
み込みが行われる（ステップ２）。
　次に、機器用計時手段５８によって現在時刻を読み込み（ステップ３）、位置データベ
ース８１から位置データを読み込み（ステップ４）、検出された高度角と方位角から、現
在位置である緯度、経度を計算する（ステップ５）。ステップ６において、計算された緯
度、経度を出力することで現在位置を把握することができる。
　このような地理的位置算出の必要性は、例えばＧＰＳ情報が得られない場合や、ＧＰＳ
レシーバ２や中継手段２０、また位置検出手段５１の故障の場合等に地理的位置を知るこ
とができる点にある。
【００７８】
　次に、図１７を用いて同目視視認支援装置での更に他の使用例による表示状態について
説明する。
　図１７では、光学機器５０としての双眼鏡での観測エリア内に、被観測物として灯台が
存在する場合を示している。
　本実施形態では、ＧＩＳ（地理情報システム）情報を用いることで、表示手段９０ａに
は、灯台名「ＩＮＵＢＯＵＳＡＫＩ」、北緯「３５°３７’Ｎ」、東経「１３９°０４’
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Ｅ」であることが表示されている。また、表示手段９０ａには、光学機器５０の方位をシ
ンボル記号で表示している。
【００７９】
　次に、図１８を用いて同目視視認支援装置での更に他の使用例による表示状態について
説明する。
　図１８では、光学機器５０により、天体観測を行う場合を示しており、あらかじめ被観
測物を設定しておく。
【００８０】
　図１８（ａ）では、観測エリア内に被観測物を捉えていない状態を示し、図１８（ｂ）
では、観測エリア内に被観測物を捉えた状態を示している。
　図１８（ａ）では、表示手段９０ａには、被観測物として設定した天体名「ＳＩＲＩＵ
Ｓ」が表示され、表示手段９０ｂには、被観測物の現時刻における方位「２７０．０°」
、高度「４５．０°」が表示されている。また、表示手段９０ａには、設定した被観測物
が存在する方向を、矢印の向きと長さによって表示し、表示手段９０ｂには、観測エリア
の現在方位「２４５．０°」、現在高度「６０．０°」を表示している。
　図１８（ｂ）では、表示手段９０ａには、被観測物として設定した天体名「ＳＩＲＩＵ
Ｓ」が表示され、表示手段９０ｂには、被観測物の現時刻における方位「２７０．０°」
、高度「４５．０°」が表示されている。また、表示手段９０ａには、設定した被観測物
が視野中心に導入されたことを示すシンボルが表示され、表示手段９０ｂには、被観測物
と一致する観測エリアの現在方位「２７０．０°」、高度「４５．０°」が表示されてい
る。
【００８１】
　本実施形態で示した、矢印の向きと長さ、視野中心に導入されたことを示すシンボル、
及び被観測物の現時刻における方位「２７０．０°」、高度「４５．０°」と観測エリア
の現在方位「２４５．０°」、現在高度「６０．０°」の表示は、ガイド機能情報であり
、これらのガイド機能情報を表示情報に含めることで、被観測物を捉えやすくなる。本実
施形態では、天体観測を例に説明したが、被観測物はこれに限られるものではない。
【００８２】
　本実施形態によれば、表示手段９０を光学機器５０の視野領域の中央部以外に設けるこ
とで、素通しによる目視視認を確保でき、暗く光量の少ない状態での対象物の視認性を向
上できるとともに、表示手段９０による情報表示領域と目視視認領域とが異なることで情
報表示の明るさによる目の暗順応への影響を少なくできる。更に調光手段６０による明る
さ調整によって、ダイナミックレンジの広い自然光下での環境変化への対応や暗順応への
悪影響の軽減が可能となり、またヒトの個人差に対応させることができるため、暗順応の
低下を更に少なくし視認性を更に向上することができる。
　なお、調光手段６０による、夜間における表示手段９０の明るさの上限を設定する上限
設定手段６１をさらに備えたときは、明るい光による暗順応が破られることを防止するこ
とができ、暗順応の状態を維持することができる。
また、表示手段９０の夜間における表示光として、赤色系の光を用いたときは、桿体細胞
の感度の低い赤色系の光を用いることで桿体細胞の飽和を防ぎつつＬ錐体細胞による視力
を確保でき、また赤色系の光によってロドプシンの分解を防ぐことができるため、暗順応
に掛かる時間を短くすることができる。
【００８３】
　また、調光手段６０による明るさの調節範囲を、昼間と夜間とで異ならせる調光範囲制
御手段７０をさらに備えたときは、昼間時には表示手段９０による表示を明るくして見や
すくできるとともに、夜間には視認性を確保し、暗順応の状態を維持することができる。
　　また、光学機器５０の周囲の明るさを検出する明るさセンサ６８をさらに備え、明る
さセンサ６８の検出結果に応じて調光手段６０を制御したときは、周囲の明るさに応じて
表示手段９０の明るさを調整することで、表示を見やすくすることができるとともに、手
動の場合のように誤って暗順応を破るような明るさに調節することがなくなり、周囲観察
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に影響を与えることがない。
　また、表示手段９０の表示状態や設定を昼間と夜間で切り換える昼夜切換手段６９をさ
らに備えたときは、昼間時には表示手段９０による表示を明るくして見やすくできるとと
もに、夜間には視認性を確保し、暗順応の状態を維持することができる。
【００８４】
　また、表示手段９０を視野領域に出し入れ可能に構成したときは、表示手段９０を視野
領域から外すことができるため、素通しによる目視視認範囲を広げることができる。
　また、本発明によれば、表示手段９０を光学機器５０の視野領域の中央部以外に設ける
ことで、素通しによる目視視認を確保でき、暗く光量の少ない状態での対象物の視認性を
向上できるとともに、表示手段９０による情報表示領域と目視視認領域とが異なることで
、情報表示の明るさによる目の暗順応への影響を少なくできる。更に調光手段６０による
明るさ調整によって、自然光下での環境変化への対応や暗順応への悪影響の軽減が可能と
なり、またヒトの個人差に対応させることができるため、暗順応の低下を更に少なくし視
認性を更に向上することができ、更には、方位検出手段５３、姿勢角検出手段５２、及び
位置検出手段５１のうちの１つを光学機器５０に備えているため、外部から情報を得るこ
と無しに、方位、姿勢角、又は地理的位置を把握することができる。
【００８５】
　また、光学機器５０の視野領域に基準となる視野垂直線５０ｖ及び／又は視野水平線５
０ｈを設け、表示手段９０にも視野垂直線５０ｖに合せた表示手段垂直線９０ｖ及び／又
は視野水平線５０ｈに合わせた表示手段水平線９０ｈを設け、方位検出手段５３による方
位を視野垂直線５０ｖに基づいて検出し、及び／又は姿勢角検出手段５２による姿勢角を
視野水平線５０ｈに基づいて検出したときは、光学機器５０の視野領域に表示される視野
垂直線５０ｖや視野水平線５０ｈを基準に方位や姿勢角が検出されるため、目視視認に合
わせた方位や姿勢角を把握することができる。
　また、方位検出手段５３、姿勢角検出手段５２、位置検出手段５１の少なくとも１つの
検出信号に基づいた検出結果を表示手段９０に表示したときは、周囲環境を観察する場合
に、この周囲環境を視認しつつ、対象物の方位や俯仰角、又は対象物に関するデータを同
時に視認することができる。
【００８６】
　また、方位検出手段５３、姿勢角検出手段５２、位置検出手段５１の少なくとも１つの
検出信号に基づいた関連情報を表示手段９０に表示したときは、周囲環境内に対象物が存
在する場合にはこの対象物に関するデータも視認することができる。
　また、表示手段９０に検出結果及び／又は関連情報を、スクロールして表示可能とする
スクロール手段７１をさらに備えたときは、表示手段９０を限られた視野領域の一部に限
っているため、表示領域が狭く多くの情報を表示させることができにくいが、スクロール
表示によって多くの情報を表示させることができる。
　また、表示手段９０の表示を固定的に取り込む固定取込手段６４をさらに備えたときは
、対象物に関するデータを、更新することなく固定させて表示を維持、記憶することで、
光学機器５０を対象物に維持しなくても、また後からでもデータ内容を再確認できる。
【００８７】
　また、光学機器５０に機器用計時手段５８をさらに備え、少なくとも方位検出手段５３
、姿勢角検出手段５２、及び位置検出手段５１のうちの１つの検出信号及び／又は光学機
器５０への接眼状況の時間的変化に基づいて、光学機器５０に供給される電力を抑制した
ときは、検出信号や光学機器５０への接眼状況の時間的変化によって不使用状態を検出し
て供給電力を抑制することで、消費電力を少なくし、又は電池容量を小さくすることでの
光学機器５０の軽量化や使用時間の延長を図ることができる。
　また、検出信号を受信し、受信した検出信号に基づいて関連情報を取得し、関連情報を
光学機器５０に送信する中継手段２０をさらに備えたときは、関連情報の取得を中継手段
２０で行わせることで、光学機器５０の小型化及び軽量化を図ることができ、モバイル性
を高めることができる。
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【００８８】
　また、中継手段２０にはさらに記憶手段３２を備え、受信、送信に関連した情報を記憶
したときは、中継手段２０に受信、送信に関連した情報を記憶させることで、光学機器５
０での観測を、観測者以外でも確認でき、蓄積した情報の再確認や分析を行うことができ
る。
　また、関連情報には、ＧＩＳ（地理情報システム）情報、ＡＩＳ（船舶自動識別システ
ム）情報、ＡＲＰＡ（自動衝突予防援助装置）情報、又は設定した目標物の方向を指示す
るガイド機能情報を含むときは、周囲環境内に存在する対象物に関する情報を視認するこ
とができるとともに、ガイド機能情報により対象物を短時間で捉えることができる。
　また、中継手段２０に中継手段用計時手段３１をさらに備え、検出信号、関連情報の時
間的な取得状況を管理したときは、光学機器５０を用いた目視視認作業が正しく行われて
いるかを管理することができる。
【００８９】
　また、検出信号を中継手段２０に送信し、中継手段２０で処理した処理信号を光学機器
５０に戻し、光学機器５０の所定の操作に基づいて、処理信号を基準にして系の故障を検
出したときは、光学機器５０に対する自己診断機能を搭載することで、誤った観測を防止
することができる。
　また、本発明によれば、表示手段９０を光学機器５０の視野領域の中央部以外に設ける
ことで、素通しによる目視視認を確保し、暗く光量の少ない状態での対象物の視認性を向
上できるとともに、表示手段９０による情報表示領域と目視視認領域とが異なることで、
情報表示の明るさによる目の暗順応への影響を少なくできる。更に調光手段６０による明
るさ調整によって、自然光下での環境変化への対応や暗順応への悪影響の軽減が可能とな
り、またヒトの個人差に対応させることができるため、暗順応の低下を更に少なくし視認
性を更に向上することができ、更には、地理的位置算出手段８２によって地理的位置を算
出する機能を光学機器５０に備えているため、外部から情報を得ること無しに、地理的位
置を把握することができる。
　また、光学機器５０の地理的位置を検出する位置検出手段５１をさらに備え、地理的位
置算出手段８２を位置検出手段５１による検出ができないときに機能させたときは、通常
は位置検出手段５１による地理的位置を利用できるとともに、位置検出手段５１が使えな
い状況に陥っても地理的位置算出手段８２によって地理的位置を把握できる。
【００９０】
　また、光学機器５０を双眼鏡としたときは、手軽に利用することができる。
　また、双眼鏡を上下逆にして使用したときに、表示手段９０の表示も逆に表示したとき
は、双眼鏡の上下逆使いによっても表示手段９０の表示情報を利用することができる。
　また、双眼鏡の焦点合わせに連動して、表示手段９０の表示範囲を変更したときは、光
学機器５０の視野領域に多くの対象物が存在する場合にも、目視視認の対象である対象物
を主とした表示内容とすることができる。
　また、表示手段９０を視野領域の上部及び／または下部に水平方向に設け、双眼鏡の目
幅調節時に表示を機構的あるいは表示制御的に水平に保つときは、視野領域の中央部以外
に表示手段９０を配置するとともに表示を水平に保つことで、素通しによる目視視認を確
保できるとともに、表示手段９０の表示を常に見やすい状態に保つことができる。
【産業上の利用可能性】
【００９１】
　本発明は、自然光下の周囲環境に存在する対象物を目視視認できる光学機器、例えば双
眼鏡や望遠鏡に利用することができ、特に持ち運び可能なポータブルな光学機器において
適している。
【符号の説明】
【００９２】
　　８　基台
　　９　重畳表示器
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　１０　船舶
　２０　中継手段
　２１　中継手段用位置検出手段
　２２　中継手段用姿勢角検出手段
　２３　中継手段用方位検出手段
　２４　中継手段用離脱センサ
　２５　中継手段用検出処理回路
　２６　中継手段用受信回路
　２７　演算回路
　２８　中継手段用送信回路
　２９　中継手段用表示装置
　３０　関連情報取得回路
　５０　光学機器
　５０ｈ　視野水平線
　５０ｖ　視野垂直線
　５１　位置検出手段
　５２　姿勢角検出手段
　５３　方位検出手段
　５４　基台離脱センサ
　５５　機器用検出処理回路
　５６　機器側送信回路
　５７　機器側受信回路
　５８　機器用計時手段
　５９　バッテリー
　６０　調光手段
　６０ａ　調光機構
　６０ｂ　調光回路
　６１　上限設定手段
　６２　照明
　６３　撮像装置
　６４　固定取込手段
　６４ａ　固定取込設定器
　６４ｂ　固定取込回路
　６５　機器用記憶手段
　６６　焦点調節機構
　６７　機器操作設定器
　９０　表示手段
　９０ａ　表示手段
　９０ｂ　表示手段
　９０ｈ　表示手段水平線
　９０ｖ　表示手段垂直線
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